
社会教育法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議 

2008 年 5 月 23 日 衆議院文部科学委員会 

 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきである。 

一 国民の生涯にわたる学習活動を支援し、学習需要の増加に応えていくため、公民館、  図

書館及び博物館等の社会教育施設における人材確保及びその在り方について、指定管理者制

度の導入による弊害についても十分配慮し、検討すること。 

  また、その際、各地方公共団体での取組における地域間格差を解消し、円滑な運営を行う

ことができるよう様々な支援に努めること。 

二 生涯学習・社会教育に係る個人の学習成果が、学校、社会教育施設その他地域において行

う教育活動として生かされるよう、各個人の学習活動と地域社会の教育活動との循環につな

がるような具体的な取組について支援に努めること。 

  また、その際、自発的意思で行われる学習に対して行政の介入とならないよう留意するこ

と。 

三 公民館、図書館及び博物館が自らの運営状況に対する評価を行い、その結果に基づいて運

営の改善を図るに当たっては、評価の透明性、客観性を確保する観点から、可能な限り外部

の視点を入れた評価となるよう、国がガイドラインを示す等、適切な措置を講じるとともに、

その評価結果について公表するよう努めること。 

四 生涯学習の振興、社会教育の推進に当たっては、各地方公共団体における取組に係る情報

収集及びその提供を行うとともに、様々な生涯学習・社会教育のための機会の整備充実やこ

れらを推進するための改善等を図ること。 

五 地域における教育力の向上のため、学校、家庭、地域等の関係者・関係機関の連携を推進

し、各施設資料の相互利用や人材の相互活用などを図るとともに、多様な地域の課題等に応

じた機能を持つネットワークの構築を推進すること。 

  なお、その際、学校、家庭、地域の連携を推進する上で重要な役割を果たすＰＴＡについ

て、その活動や運営などの実態把握に努め、「学校支援地域本部事業」における連携が円滑

に進むよう十分配慮すること。 

六 社会教育主事、司書及び学芸員については、多様化、高度化する国民の学習ニーズ等に十

分対応できるよう、今後とも、それぞれの分野における専門的能力・知識等の習得について

十分配慮すること。 

  また、各資格取得者の能力が生涯学習・社会教育の分野において、最大限有効に活用され

るよう、資格取得のための教育システムの改善、有資格者の雇用確保など、有資格者の活用

方策について検討を進めること。 

七 社会教育の推進に当たっては、社会教育委員の制度等を積極的に活用・活性化するととも

に、社会教育委員がその重要な職責と役割を十分に認識するような環境整備を図ること。 

 



 

社会教育法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議 

2008 年 6 月 3 日 参議院文教科学委員会 

 

 政府及び関係者は、本法の施行に当たり、次の事項について特段の配慮をすべきである。 

一、生涯学習の振興、社会教育の推進に当たっては、国民のニーズに応じた学習機会の提供と  

学習活動の支援に努めるとともに、各地域における学習ニーズの継続的な把握、多様な取組

に係る情報の収集と提供など、国民の自発的、主体的な学習が担保されるよう配意すること。 

二、国民の生涯にわたる学習活動を支援し、学習需要の増加に応えていくため、公民館、図書

館及び博物館等の社会教育施設における人材確保及びその在り方について検討するととも

に、社会教育施設の利便性向上を図るため、指定管理者制度の導入による弊害についても十

分配慮して、適切な管理運営体制の構築を目指すこと。 

  また、各地方公共団体での取組における地域間格差を解消し、円滑な運営を行うことがで

きるよう様々な支援に努めること。 

三、生涯学習・社会教育に係る個人の学習成果が、学校、社会教育施設その他地域において行

う教育活動として生かされるよう、各個人の学習活動と地域社会の教育活動との循環につな

がるような具体的な取組について支援に努めること。 

四、公民館、図書館及び博物館が自らの運営状況に対する評価を行い、その結果に基づいて運

営の改善を図るに当たっては、評価の透明性、客観性を確保する観点から、可能な限り外部

の視点を入れた評価となるよう、国が関係団体による評価指標作成等に対して支援する等、

適切な措置を講じるとともに、その評価結果について公表するよう努めること。 

  その際、公民館運営審議会、図書館協議会及び博物館協議会等を通じて、地域住民等の意

見が反映されるよう十分配慮すること。 

五、博物館については、多様な博物館がそれぞれの特色を発揮しつつ、利用者の視点に立った

より一層のサービスの向上が図られるよう、関係者の理解と協力を得ながら登録制度の見直

しに向けた検討を進めるとともに、広域かつ多岐にわたる連携協力を図り、国際的に遜色の

ない博物館活動を展開できるような環境の醸成に努めること。 

六、地域における教育力の向上のため、学校、家庭、地域等の関係者・関係機関の連携を推進

し、各施設資料の相互利用や人材の相互活用などを図るとともに、多様な地域の課題等に応

じた機能を持つネットワークの構築を推進すること。 

  その際、学校、家庭、地域の連携を推進する上で重要な役割を果たすＰＴＡについて、そ

の活動や運営などの実態把握に努め、「学校支援地域本部事業」における連携が円滑に進む

よう十分配慮すること。 

七、社会教育主事、司書及び学芸員については、多様化、高度化する国民の学習ニーズ等に十

分対応できるよう、今後とも、それぞれの分野における専門的能力・知識等の習得について

十分配慮すること。 

  また、各資格取得者の能力が生涯学習・社会教育の分野において、最大限有効に活用され

るよう、資格取得のための教育システムの改善、有資格者の雇用確保、労働環境の整備、研

修機会の提供など、有資格者の活用方策について検討を進めること。 

八、社会教育の推進に当たっては、社会教育委員の制度等を積極的に活用・活性化するととも

に、社会教育委員がその重要な職責と役割を十分に認識するような環境整備を図ること。 

 右決議する。 


